　別紙1-2

［運営費交付金の算定ルール］　

1.平成16年度は積み上げ方式による

2.平成17年度から平成20年度までの各事業年度における運営費交付金（Ｇ）
については、次の数式により算出する
Ｇ(i)=Ａ(i)×α＋Ｄ(i)×β×γ＋λ±特殊要因－自己収入
  Ｇ(i)：当該事業年度の運営費交付金
  Ａ(i)：当該事業年度の一般管理費（管理部門の人件費及び管理費）
  Ｄ(i)：当該事業年度において運営費交付金を充当して行う業務経費
  α  ：一般管理費効率化係数
  β　：業務経費効率化係数
  γ　：中長期的政策係数（各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定する）
　λ　：当該事業年度の退職予定者及び前年度以前の予定外退職者により想定される各事業年度の退職手当額
  ｉ　：当該事業年度
（1）一般管理費（管理部門の人件費及び管理費）
各事業年度の一般管理費(Ａ)は、以下の式により決定する。
Ａ(i)＝Ｂ(i)＋Ｃ(i)
Ｂ(i)：当該事業年度における人件費(基本給等＋退職手当)のうち退職手当を除いた経費で次の式により算出する。
　（基本給等：役員報酬並びに職員基準内給与、職員諸手当、超過勤務手当及び諸支出金等に相当する範囲の費用）
Ｂ(i)＝Ｂ(i-1)×μ
μ：人件費調整係数。各事業年度の予算編成過程において、昇給原資、給与改定等を勘案し、当年度における具体的な係数値を決定。
Ｃ(i)：当該事業年度におけるその他の一般管理費で次の式により算出する。
Ｃ(i)＝Ｃ(i-1)×σ
σ：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において当該事業年度の具体的な係数値を決定。
（2）業務経費
各事業年度の業務経費(Ｄ)は、以下の式により決定する。
Ｄ(i)＝Ｅ(i)＋Ｆ(i)
Ｅ(i)：当該事業年度における事業を行うために要する人件費のうち退職手当を除いた経費で次の式により算出する。
Ｅ(i)＝Ｅ(i-1)×μ
Ｆ(i)：当該事業年度における事業費で次の式により算出する。
Ｆ(i)＝Ｆ(i-1)×σ

特殊要因：短期的な政策ニーズ及び特殊要因に基づいて増減する経費。
（3）自己収入
運営費交付金を財源として実施する事務・事業から生じる事業収益の見積額×θ（調整係数）
θ：自己収入の増加策等を勘案した係数として、各事業年度における予算編成過程において当該事業年度における具体的な数値を決定。係数値の決定にあたっては、機構の経営努力による自己収入の増加に向けたインセンティブが作用するよう配慮し、各事業年度の予算編成過程において当該年度の具体的な係数値を決定。
上記の算定式に基づき、一定の仮定の下に中期計画の予算を試算。
・α(一般管理費効率化係数)については、中期目標期間の最後の事業年度において、特殊法人(平成１５年度)比（機構への移行相当分）で３０％の削減を図る前提で試算。
· ・β(業務経費効率化係数)については、新規追加、拡充部分を除き、中期目標の期間最後の事業年度において、これに対応する特殊法人（平成１５年度）時の補助金等を充当して行う経費に比して５.０％の効率化を図る前提で試算。なお、中期目標期間中の各年度において、運営費交付金により新規・拡充する事業については、翌年度から年1％の経費削減を行うこととして試算。
・γ（政策的係数）については、17年度以降は1 として試算
・λ(退職手当)については、17年度において２２４百万円、18年度３１８百万円、19年度３７６百万円、20年度４０２百万円として試算。
・ 特殊要因については、17年度以降は0として試算
・μ(人件費調整係数)については、各事業年度とも1 として試算
・σ(消費者物価指数)については、平成17年度、平成18年度、19年度及び20年度は±0％として試算
・θ(自己収入調整係数)については、自己収入を前年同額として各事業年度とも１として試算
